
平成28年12月14日

安曇野市 都市建設部 都市計画課

資料６



豊科地域
（旧豊科町）

27,815人

穂高地域
（旧穂高町）

32,075人

三郷地域
（旧三郷村）

17,857人

堀金地域
（旧堀金村）

8,972人

明科地域
（旧明科町）

9,547人

松川村
池田町 生坂村

筑北村

松本市

合併時の安曇野市の概要

平成17年10月（３町２村の対等合併） 当時の人口： 96,266人（国勢調査）
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タイプＡ
（豊科地域）

タイプＢ
（穂高地域）

タイプＣ
（三郷地域）

タイプＣ
（堀金地域）

タイプＣ
（明科地域）平成11年～

昭和46年～
大きく３つのタイプ
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・散居集落である。

・平坦な土地が広がっており、旧町村ごとに地理的条件

利活用等に違いがない。

・対等合併のため、５地域の平等な発展を目指す。

市内の土地利用の特性 ４

都市計画区域区分、都市計画地域地区、まちづくり条例に
ついては、合併後、５年を目途として同一歩調で行うこと
を基本に調整することが確認されていた。

↓
平成23年４月からの運用開始を目指して、平成18年から全
市統一の土地利用制度の検討を開始した。



区域区分（線引き）制度導入の適否の判断
・線引き都市（旧豊科町）があったこと。
・長野県が線引き拡大の方針を示していたこと。

郊外における宅地開発の適正な管理
・一定の居住需要があること。
・散居的に集落が成り立っていること。
・地形的に平坦で、宅地が拡散しやすい

土地条件にあること。

新たな制度導入に対する市民の理解
・土地利用は一般の市民にはあまりなじみのない

テーマであること。
・土地利用規制に対して受け止め方に違いがあること。

検討を進める上での課題 ５



 土地利用制度の 
具体的手法の検討 

 
 
 
・区域区分を活用した制度の

検討 
・区域区分以外の手法を活用

した制度の検討 

土地利用の将来像や 
土地利用制度の方針の検討 

 
 
 
・土地利用の目標像、基本方

針、原則等の検討 
・まちのかたちやその具体的

なイメージの検討 

土地利用制度に 
関連する条例等の検討 

 
 
 
・条例による土地利用制度の

しくみに関する技術的検討 
・土地利用条例及び同施行規

則の案の検討 
・条例に基づく土地利用計画

の基準案の検討 
・景観条例及び同施行規則の

案の検討 

土地利用制度に 
関連する各種計画等の検討 
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      土地利用制度に関する市の方針決定：平成 20 年９月 
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関係機関等と

の調整･協議 

・安曇野市都

市計画マス

タープラン

素案の検討 
・条例に基づ

く土地利用

計画の区域

や基準に関

する検討 

・安曇野市景

観計画素案

の検討 

・安曇野市景

観計画案及

びガイドラ

インの検討 

制度設計委員会 
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新制度構築までの検討フロー ６



環境保全を優先し、保全すべ
き区域に厳しい開発規制環境保全と地域振興のバラン

スを保ち一定の開発を容認

環境保全を多少犠牲にしてで
も土地利用規制を極力緩和

その他

無回答
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(%)

土地利用に関するアンケート調査（H18）

今後、どのような土地利用の統一ルールで
まちづくりを進めるのが望ましいと思いますか？

回答者の約９割が環境保全の
ための規制が必要と考える

H18～20 H20～22

７



（１）自主条例を用いた統一制度の制定
全市統一した土地利用管理制度については、市民検討委員会および専門委員会か
ら示された提言内容を尊重し、「自主条例を用いた制度」を制定することとする。

（２）自主条例を用いた制度の特徴
自主条例を用いた制度は、線引き制度と比較して、以下の特徴があり、これらの
特徴を踏まえた制度づくりを進めていくことを方針とした。

③ 弾力性・機動力

自主条例に定める規定等は、弾力的
な設定が可能です。また、計画の見
直しや手続き等のしくみを工夫する
ことで、運用の機動力を高めること
も可能になる。

② 強制力

自主条例は法律に比べて、強制力が弱
い印象を受けますが、法律と同等の厳
しい罰則規定を定めることが可能。

④ 市民の関わり

市民の関わりを重視した制度づくり
が可能です。しかし、それには、市民
の皆さんのまちづくりへの主体的な参
加が重要となる。

① 制度内容の自由度

自主条例で定める範囲については、
法令に抵触しない範囲内で、独自の
内容を定めることが可能。

土地利用管理制度に関する市の方針（平成20年9月） ８



安曇野市の土地利用制度の概要

土地利用管理制度の基本的な枠組み

９



制限や誘導すべきもののイメージ図（検討段階資料） １０



上位・関連計画と土地利用制度との関係

安安曇曇野野市市のの適適正正なな  

土土地地利利用用にに関関すするる条条例例  

立地･用途･規模のルール 
 
 

 

安安曇曇野野市市景景観観条条例例  
 

形態意匠･色彩のルール 
 
 
 
 

安曇野市景観計画 安曇野市土地利用基本計画 
特定開発事業の認定指針 

安安  曇曇  野野  市市  総総  合合  計計  画画 

安安  曇曇  野野  市市  国国  土土  利利  用用  計計  画画 

安安  曇曇  野野  市市  都都  市市  計計  画画  ママ  スス  タタ  ーー  ププ  ララ  ンン 

安安  曇曇  野野  市市  農農  業業  振振  興興  地地  域域  整整  備備  計計  画画 

安曇野市の

まちづくり

の方向性を

示す計画 

土地利用に

関する手続

や基準を規

定する条例

及び計画 

安安曇曇野野市市土土地地利利用用ガガイイドドラライインン  
  

同同ガガイイドドラライインン概概要要版版((本本書書))  
 

安安曇曇野野市市景景観観づづくくりりガガイイドドラライインン  
  

同同ガガイイドドラライインン住住宅宅版版  
  

手続や基準

を解説する

手引き 
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『安曇野市の適正な土地利用に関する条例』
『安曇野市景観条例』
平成22年９月制定（議決）

『安曇野市土地利用基本計画』
『安曇野市景観計画』
平成23年４月施行

目標どおり、平成２３年４月から新制度の運用を開始
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農 地

宅 地

商工業

景 観

住民参加

１５



市内を6つの区域に区分

１６



各区域の開発基準

１７



田園環境区域における戸建住宅の立地に関する市独自の基準設定

①基本集落等への３辺接続

↓

虫食い･連鎖的な

宅地化の防止

②敷地面積300㎡以上

↓

緑化のスペース確保

（田園環境にふさわしい

良好な住環境形成）

⇒郊外における住宅開発

の量的抑制、質的向上

安曇野市土地利用基本計画の開発事業の基準 １８



「開発事業」は定義上、あらゆる土地利用の行為が対象（青空系土地利用を含む）

手続き的には「届出のみ」、「承認」、「認定＋承認」の大きく３パターン

安曇野市の適正な土地利用に関する条例の手続き １９



「開発事業」は定義上、あらゆる土地利用の行為が対象（青空系土地利用を含む）

手続き的には「届出のみ」、「承認」、「認定＋承認」の大きく３パターン

安曇野市の適正な土地利用に関する条例の手続き

手続不要

届出のみ

２０



「開発事業」は定義上、あらゆる土地利用の行為が対象（青空系土地利用を含む）

手続き的には「届出のみ」、「承認」、「認定＋承認」の大きく３パターン

安曇野市の適正な土地利用に関する条例の手続き

開発事業の基準

２１



「開発事業」は定義上、あらゆる土地利用の行為が対象（青空系土地利用を含む）

手続き的には「届出のみ」、「承認」、「認定＋承認」の大きく３パターン

安曇野市の適正な土地利用に関する条例の手続き

特定開発事業の認定

２２



• 標識設置の義務付けにより、開発の
内容が事前に周囲に知らせられるよ
うになった。

• 説明会の開催により、事業着手後、
住民と事業者との間でもめるケース
が少なくなった。
例）携帯のアンテナ塔など

• 開発基準にない案件は、説明会の開
催や審査会の審議、市長の認定等、
より重い手続きを要することが、抑
止力になっている。
→認定手続き途中の取下げ：計4件

現地での標識設置

市の掲示板での告知

手続き面での条例制定による効果 ２３



担当窓口における対応の様子

GIS上に位置付けた詳細な図面（基本集落の範囲等）を

パソコンの画面で確認しながら、ガイドラインを用いて

開発事業の基準や手続き等を説明

２４



□ 建築確認申請（新築）の案件数からみる条例制定前後の比較分析

土地利用制度の検証

条例施行前後を比較すると、
都市機能の集約を図るべき区域
の申請件数が増加し、
良好な環境を保全すべき区域の
申請件数が減少している。

２５



□ 新設住宅着工戸数の近隣市との比較
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1,000世帯当たりの新設住宅着工戸数の推移

長野県 安曇野市 松本市 塩尻市 大町市

土地利用制度の検証

安曇野市は条例施行後においても、近隣市と比較して、
新設住宅着工戸数は高い。

２６



□ 条例施行後（H25）実施のアンケートの結果にみる分析

土地利用制度の検証 ２７



□ 平成23年4月の運用開始後、開発動向の検証を行い、本年7月に制度改正を行った。

土地利用制度の改正 ２８




